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研究成果の概要（和文）：本研究では、第1にヨーロッパのエラスムス・プラス（ERASMUS+）にみられる、産学
官連携によるグローバル人材開発の実態を調査・分析した。第2に、ヨーロッパと日本の多国籍企業の従業員に
対してグローバル人材のエンプロイアビリティ、キーコンピテンシーの開発やキャリア・プランの実態について
アンケート調査を実施し、調査データの分析に基づいて、これからのグローバル人材開発の課題と展望を検討し
た。第3に、ダイバーシティとインクルージョンの視点からのグローバル人材開発を考察した。

研究成果の概要（英文）：Firstly, this study analyzes ERASMUS+: European Region Action Scheme for the
　Mobility of University Students and discusses Global Human Resource Development through 
Industry-University-Government Collaboration. Secondly, the study conducted the questionnaire survey
 on Global Human Resource Development. Questionnaires on employability, key competency and career 
plan were distributed to employees of multinational firms in Europe and Japan. The study leads to 
conclusions on challenges and future prospects of Global Human Resource Development, based on the 
analysis of data obtained through the survey. Thirdly, the study also considers Global Human 
Resource Development from the perspective of diversity and inclusion. 
 

研究分野： 人的資源管理
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
第1に、グローバル人材の開発が緊急課題となっている現在、企業のみならず、政府や高等教育機関との連携を
視野に含んだ戦略的人材開発システムの構築が不可欠である。エラスムスプラス（ERASMUS+）プログラムにみら
れる、ヨーロッパの大学のキャリア教育、産官学連携の実情等を調査し、産学官連携によるグローバル人材開発
を提言する本研究は、日本にとって示唆に富む成果となるだろう。第2に、本研究は欧州における多国籍企業の
人事担当者と従業員へのヒアリングとアンケート調査に基づく実証研究という特色をもつ。実証研究に基づく日
欧比較研究の成果は、独創的であり、学界のみならず、実務界にも大いに貢献するだろう。



１．研究開始当初の背景 

グローバル化が加速する 21 世紀の世界経済の中で、豊かな語学力・コミュニケーション能力や異文

化体験を身につけ、国際的に活躍できる「グローバル人材」を継続的に育てていくことが強く望まれてい

る。例えば、2017 年のグローバル人材の需要量の推計は 411 万人であるのに対し、2012 年時点での

グローバル人材推計量は 168 万人であり、2012 年から 2017 年に約 2.4 倍のグローバル人材の供給が

必要であるという（経済産業省、2011）。グローバル人材の開発にはどのようなことが必要だろうか。 

まず第 1 に、産学官連携によるグローバル人材の開発が求められる。日本企業は、これまで新規学

卒者を採用し、社内で長期的な人材開発を行ってきたが、最近では終身雇用、年功序列等の日本的

経営が変容しつつある。企業は人件費削減の動きの中で、教育訓練費を縮小し、OJT 実施率も低下さ

せつつある。こうした中、人材開発も従来のように企業内だけで行うのではなく、大学等の教育機関や

政府とも連携して行うことが、急務である（二神、2014）。特にヨーロッパでは、産学官連携によるグロー

バル人材開発のプログラムが注目される。エラスムスプラス（ERASMUS+, European Region Action 

Scheme for the Mobility of University Students）プログラムは、グローバル人材を育てるＥＵの取り組み

であり、留学、海外インターンシップ、海外ボランティアなどの統合的資金助成プログラムである。The 

Erasmus Impact Study（2014）によれば、海外経験が豊かな学生は、そうでない学生に比べ、長期の失

業に陥る割合が半分であり、さらに卒業後 5 年間における失業率も 23％低いという調査結果がある。つ

まり、産学官連携によるグローバル体験によってエンプロイアビリティが高まることが明らかである。本研

究では、ヨーロッパの産学官連携によるグローバル人材開発の取組みを分析し、日本と比較分析した。   

第2に、日本企業の外国人材の積極的な活用と育成が求められる。最近では、留学生の日本企業へ

の就職が進んでいる。同時に、海外進出する日本企業も、積極的にローカルスタッフを採用するように

なっている。しかしながら、彼ら（彼女）らの昇進機会や給与への不満から外国人材が日本企業に定着

しないという問題も生じているし、欧州の企業と比べると、現地化も遅れている。優秀なローカルスタッフ

を長期的に定着させるためには、海外進出日本企業のローカルスタッフの採用、人材開発、賃金管理

といった一連の体系的な人的資源管理が鍵となるので、本研究では、欧州における多国籍企業のグロ

ーバル人材開発の実態を調査・分析し、その課題を明らかにした。 

 

２．研究の目的 

まず第 1 に、ヨーロッパと日本における産学官連携によるグローバル人材開発の実態を明らかにした。

具体的には、フランス、ドイツ、スイス、日本の高等教育機関（大学、ビジネススクール等）を訪問し、海

外インターンシップや大学と経営者団体との連携といった大学と企業の人材開発のコラボレーション等、

グローバル人材の開発・育成の実態について情報収集し、グローバル人材開発システムの課題を比

較・検討した。学術論文 Shiho Futagami et al.‘Stand und aktuelle Herausforderungen des japanischen 

Hochschulsystems’（Hochschulmanagement，Heft 1, pp.21-24, 2010）では、ドイツの大学制度や職業教

育・訓練の仕組みと比較して、日本の高等教育、すなわち大学、高等専門学校、短大の職業教育・訓

練の現状と課題を検討した。日本では、企業内の職業教育・訓練が従来重視され、新規学卒者の採用

が一般的であり、企業内の長期的人材開発が特徴であった。企業は、新規学卒者を企業特有の知識・



技能習得のため教育訓練するだけでなく、企業独自の職場規範や文化にも適応するように人材育成を

行ってきた。しかし、グローバリゼーションの進展等、企業環境が激変する中で、最近では産学官のコラ

ボレーションによって「グローバル人材」を育成することが重要になっている。これから求められるグロー

バル人材開発システムにおいて、海外インターンシップや就労支援など産学官連携の重要性が増すと

思われる。他方、欧州ではエラスムスプラスの中で EU 内のみならず海外からの留学生が増加する中、

海外企業でのインターンシップ等様々な取り組みが行われている。本研究ではこれまでの研究を一層

進める形で、欧州の具体的取り組みと比較し、産学官連携によるグローバル人材開発の在り方を検討し

た。 

 第 2 に、ヨーロッパにおける多国籍企業のグローバル人材の採用、育成、評価、報酬といった人的資

源管理の実態を調査研究した。具体的には、欧州における多国籍企業のグローバル人材の採用、育

成、配置、評価、報酬がどのように行われているのかについて人事担当者に対してヒアリング調査およ

びアンケート調査を実施した。共著書 Shiho Futagami et al. Economic Integration in Asia：Towards the 

Delineation of a Sustainable Path（Palgrave Macmillan, 2014）では、主にアジアにおける日仏系多国籍

企業の人的資源管理の調査研究の成果をまとめた。Shiho Futagami et al. ‘Clusters and Regional 

Management Structures of Japanese Multinational Companies in Europe’ (Euro-Asia International 

Research Conference, Bochum,2015)では、欧州の日系多国籍企業へのアンケート調査の結果、現地化

はさほど進んでおらず、欧州地域統括会社の機能も主に販売・生産拠点であることが明らかになった。

これらをふまえて、本研究では欧州における多国籍企業を訪問し、人事担当者に対してグローバル人

材の採用、育成、配置、評価、報酬のヒアリング及びアンケート調査を実施し、特に人材の現地化の状

況を検討し、これからのグローバル人材開発の課題を明らかにした。 

 

３．研究の方法 

まず第1に、エラスムスプラス（ERASMUS+）プログラムについて現状を調査した。そして、日本とヨーロ

ッパ（主としてドイツ、スイス、フランス）の大学、ビジネススクールなど高等教育機関のキャリア教育や産

学官連携の実情を検討し、グローバル人材がどのように開発されていくかを明らかにした。具体的には

海外共同研究者の大学やネットワークを利用してヨーロッパの大学、ビジネススクールの実態を調査し

た。本研究では、ヨーロッパでエラスムスプラスが進展する中、ＥＵ内大学間の単位互換によって流動化

が激しいEU内の若年者のキャリアに注目しながら、フランスのビジネススクールや大学のケーススタディ

も加えた。そして、日欧（主にドイツ、スイス、フランス）の制度・文化的相違も明らかにしつつ、産学官連

携によるグローバル人材開発を検討・考察した。 

第 2 に、欧州における多国籍企業の人的資源管理、特にグローバル人材開発システムに注目した。

欧州における多国籍企業の人事担当者へのヒアリングとアンケート調査を行った。グローバル人材の採

用、配置、昇進、人材開発、報酬といった一連の人的資源管理がどのように行われているか、グローバ

ル人材の開発のためにどのような人的資源管理戦略を選択するのかを調査・分析した。 

第 3 に、グローバル人材のキャリア形成、エンプロイアビリティ、キーコンピテンシー、職場規範の開発

に注目した。欧州の多国籍企業の従業員にアンケート調査を行い、スキル、エンプロイアビリティ、キー



コンピテンシー、職場規範がどこで（大学、現在の企業、以前の企業、自己啓発等）身に付いたかを分

析し、キャリア形成の視点からグローバル人材開発を検討した。 

 

４．研究成果 

グローバル化が加速する 21 世紀の世界経済の中で、国際的に活躍できる「グローバル人材」の開

発が要請されるなか、本研究は日本とヨーロッパで戦略的人材開発がどのように行われているかを比

較・分析した。 

 まず第 1 に、ヨーロッパのエラスムス・プラス（ERASMUS+）にみられる産学官連携によるグローバル人

材開発の実態を調査した。フランス、ドイツ、スイス、日本の高等教育機関（大学、ビジネススクール等）

の海外インターンシップや大学と企業の連携教育プログラム等グローバル人材開発の実態を比較・分

析し、産学官連携によるグローバル人材開発の課題を検討した。研究成果は、二神枝保「産学官連携

によるグローバル人材開発:日欧比較の視点からの分析」（産学官連携トランスナショナル HRM 研究会 

早稲田大学 2016 年 9 月 16 日）、および二神枝保・村本由紀子「従業員のしごと能力開発とキャリア・プ

ランに関する研究：日本企業とスイス企業の比較分析」（しごと能力研究学会第 9 回全国大会 慶應義

塾大学 2016 年 10 月 29 日）で報告した。さらに、学術論文:二神枝保「産学官連携のキャリア・マネジメ

ント：日欧比較の視点からの展望」(『横浜経営研究』第 38 巻第 3・4 号、pp.109-117、2018 年)および学

術図書:二神枝保ほか編著『キャリア・マネジメントの未来図：ダイバーシティとインクルージョンの視点か

らの展望』(八千代出版、2017 年)を執筆した。 

 第 2 に、ヨーロッパと日本における多国籍企業のグローバル人材開発やキャリア・マネジメントといった

人的資源管理の実態を調査・研究した。ヨーロッパと日本の多国籍企業の従業員に対してグローバル

人材のエンプロイアビリティ、キーコンピテンシーの開発やキャリア・プランの実態についてアンケート調

査を実施し、これからのグローバル人材開発の課題を検討・考察した。研究成果として、Shiho Futagami 

and Yukiko Muramoto (2017)‘A Study on work attitudes of Japanese employees from the perspective of 

decent work’ (The 22nd International Euro-Asia Research Conference, Parma,Italy)を国際学会で報告

した。さらに、学術論文：Shiho Futagami and Yukiko Muramoto (2017)‘A Study on work attitudes of 

Japanese employees from the perspective of decent work’(Journal Transition Studies Review, Vol.24, 

No.2, pp.21-29, 2017)を執筆した。 

 第 3 に、ヨーロッパでは、グローバル化が進展する中で移民問題の緊急性から外国人労働者等ダイバ

ーシティが重要視され、同時に女性雇用、障がい者雇用も注目される。日本でも、ダイバーシティは少

子高齢化のなかで、女性や高齢者雇用において、最近では障がい者や外国人労働者、非正規の雇用

においても注目される。そうした中、ダイバーシティとインクルージョンの視点からのグローバル人材開発

の視点は不可欠である。SASE (Society for the Advancement of Socio-Economics)国際学会において

Shiho Futagami （2018）‘Human Resource Diversity in Japan: Managerial Issues and Practices ’につい

て報告した。さらに、学術図書：二神枝保ほか『雇用・人材開発システムの日欧比較：ダイバーシティとイ

ンクルージョン』（中央経済社、2019 年近刊）を執筆した。 
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